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⑶　分析・検討
⑤　方略の探求に向けて
　本稿は，複数の規範の関係が問題となっている場合のうち，複数の法規範を援用する
者が相対立する者同士であるケースを取り上げて，そこでの法解釈の方略（一定の解釈
問題を，具体的にどのような順序で，どのように考えていけばよいかという実践的な方法）を明
らかにすることを課題としている。そのうち「法規範対立・優先適用型ケース」（複数
の法規範は明らかに矛盾しており，どちらかを優先しなければならないケース）の検討を終え，
「法規範対立・適用併存型ケース」（複数の法規範のうち，一方が適用されるが，その適用結
果を前提に他方を適用した場合，一方の法規範の趣旨を損ねることにならないのか等が問題とな
っているケース）につき，いくつかの事案を取り上げ，検討してきたが，その最後の事
案である「二重譲渡と不法行為責任」につき，最高裁昭和 30 年判決を中心に関連する
判例・裁判例，学説をみた後，それらを前提に，民法 177 条と民法 709 条との関係につ
いて分析してきた。そこで，次の課題は，これまでの，この事案の検討を踏まえて，「法
規範対立・適用併存型ケース」における法解釈の方略を探求することである。
ⅰ　「民法 177 条と民法 709 条との関係」の類型
　もっとも，すでに指摘したように 1），「指名債権の二重譲渡と民法 478 条」は「法規
範対立・適用併存型ケース」であることに異論はないが，「民法 177 条と民法 709 条と
の関係」は，必ずしも典型的な「法規範対立・適用併存型ケース」とはいえないように
も思われる。たとえば，二重譲渡の事案で，第二買主が先に登記をしたとしても背信的
悪意者であるような場合，第一買主は，第二買主に対して民法 177 条に基づき所有権取
得を主張できる。だが，判例はないが，第一買主は所有権取得を主張せずに，民法 709
条にもとづく損害賠償請求をなすこともできると解されている 2）。つまり，ここでは，
複数の規範を援用する者が同一人である場合で，複数の法規範を援用する者が相対立す
る者同士であるケースとはいえないのではないかとの疑問が生ずる。たしかに，そのこ
とからすると，「民法 177 条と民法 709 条との関係」は，制度間競合問題，ないし，そ
れと類似のものというべきで 3），「法規範対立・適用併存型ケース」とはいえないので
はないかとも思われる。だが，ここでは，基本的に，登記を先に経由した第二買主は単
なる悪意者でしかない場合を想定している。その場合，判例・通説によれば，第二買主
は第 177 条に基づき，第一買主に完全な所有権を主張できる。他方，第一買主は，第二
買主に対して民法 709 条に基づいて損害賠償請求権ができるかが問題となる。その限り
では，「法規範対立・適用併存型ケース」とみることができよう 4）。
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ⅱ　法規範対立・適用併存型ケースにおける法解釈の方略に向けて
　「民法 177 条と民法 709 条との関係」（「法規範対立・適用併存型ケース」に関係する限り
での）の分析から，次のようなことが明らかになった。
　二重譲渡事案にあって，最高裁昭和 30 年判決 5）は，民法 709 条の適用を一般的には
排除してはいない。だが，悪意の第二買主でも第一買主より先に登記がなされていた場
合，民法 177 条からすると完全な所有権を取得でき，第二買主が悪意で売主から当該不
動産を買い受けて登記を経由して，さらに転売し，その者が登記したため，その者に第
一買主が当該不動産の所有権取得を対抗できないとしても，それだけでは，第二買主は
第一買主に対して不法行為責任を負わないとする。その限りで，民法 177 条における第
三者の解釈と第一買主の悪意の第二買主に対する民法 709 条に基づく損害賠償責任の成
否が調整されているように思われる。民法 177 条と民法 709 条とは目的・趣旨が異なる
制度であることからすれば，基本的には，それぞれの制度趣旨に沿って問題となってい
る解釈を行っていけばよいと解される。このことからすれば，第二買主が悪意の場合，
民法 177 条では第二買主が完全な所有権を取得するとしても，第二買主は第一買主に対
して民法 709 条の損害賠償責任を負うこともありうるのではないかとも思われる。学説
上，そのような見解も有力である。それにもかかわらず，判例・通説では，なぜ，両者
の調整・連動が認められているのであろうか。
　判例・通説の見解は，必ずしも，悪意の第二買主が先に登記をすれば完全な所有権を
取得できることを無意味にしないようにすることのみを考慮して，民法 709 条を解釈し
た結果，第二買主の不法行為責任が否定されているわけではない。むしろ，民法 177 条
により，第二買主が完全な所有権を取得できることを前提に，民法 709 条を合理的に解
釈すると，そのような結果となると解される。第 1 に，第一買主は，所有権取得をもっ
て第二買主に対抗できない以上，所有権侵害を理由に第二買主に対して民法 709 条に基
づき損害賠償請求をすることはできない。第 2 に，悪意の第二買主の一連の行為が，売
主の第一買主に対する債権の侵害をもたらしたことによることを根拠とする損害賠償請
求にあっても，違法性はないと解すのが合理的である。悪意の第二買主も当該不動産を
売主から買い受けて登記をすれば完全な所有権を取得できる。そこで，第二買主には，
そのような行為を適法になす自由があるといえよう。しかも，第二買主が完全な所有権
を取得すると同時に売主の第一買主に対する債務が履行不能となる。とすれば，悪意の
第二買主の当該行為により売主の第一買主に対する債務の履行不能がもたらされたとし
ても，第二買主が当該行為をなすことは違法で，そのような行為をなす自由はないとす
ることは合理的とはいえないであろう。
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　ここでの問題をやや一般化すれば，「対抗要件の規定と他の規定との衝突」という問
題だと考えることもできる。前述したように，池田教授がすでに，民法 467 条と民法
424 条，および民法 177 条と民法 424 条を素材に論じている。民法 177 条と民法 709 条
との関係は取り上げていないが，池田教授のその問題の解釈指針からすると，第二買主
の第一買主に対する民法 709 条に基づく損害賠償責任が否定されるのは，「対抗要件に
抵触する規定が実際に適用される場面は，対抗要件規定が存在意義を失わないよう，例
外的なものとなることが望ましいので，解釈論としては抵触規定の適用の要件論にその
問題意識が反映されるべきである」6）との考えによるものと理解されよう。また，新美
教授は，「二重譲渡と債権者取消権との関係を論じるにあたって，条文や制度の相互の
趣旨が異っている場合には，それらを調和させる必要がない」7）とする判例（最判昭和 36
年 7 月 19 日民集 15 巻 7 号 875 頁）に異論がないことをあげ，ここでの事案で判例・通説
が「対抗問題の処理と不法行為の処理との調和」という理由をあげることを批判する 8）。
　たしかに，「対抗要件の規定と他の規定」との関係，ないし，民法 177 条と他の規定
との関係にあって，他の規定が対抗要件規定ないし民法 177 条と衝突するように思われ
るとしても，両規定の制度の目的，要件が異なる別次元のものである場合には，他の規
定は一般的には排除されないと解されるといえよう。この点に，異論がないわけではな
いが，基本的には一般に認められているといえよう。ただ，このことから，悪意の第二
買主の第一買主に対する不法行為責任が直ちに肯定されることにはならない。悪意の第
二買主に不法行為責任が認められるには，当然のことながら，民法 709 条の要件が満た
される必要がある。ここでは，権利侵害，違法性が問題となり，前述のような「論理」で，
否定されると解されるわけである。
　では，ここでの考えを，さらに一般化して，「法規範対立・適用併存ケース」におけ
る解釈の方略を導くことができるであろうか。ここで問題としている事案で考えられる
解釈の方略が，もっぱら「対抗要件の規定と他の規定との衝突」に固有の特徴から導か
れるものであれば，一般化することは困難であろう。だが，本稿では，取り上げた事案
の解釈方略が導かれる事案の特徴は，必ずしも「対抗要件の規定と他の規定との衝突」
に固有なものではないと考えてきた。そこで，問題を，さらに一般化して，そこでの解
釈方略を考えていこう。
　ここでの類型は，つぎのような特徴があり，そこから次のような問題が生ずる。すな
わち，一方 A が他方 B に，ある条文に基づき権利主張を行い，他方も他の条文を根拠
とする権利主張をなす場合で，しかも，一方が援用するある条文の効果を前提に，他方
が他の条文を根拠とする権利主張をする場合に，その法効果によって，先の法効果が影
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響を受け，一方が援用するある条文の趣旨が阻害されるように思われる時に，そのこと
を理由に他方が援用する他の条文の適用が一般的に排除されるべきか。他の条文が一般
的に排除されないとしても，他の条文の要件・効果を解釈する際に，上記のようなこと
が考慮して解釈されるべきか。
　これらの点につき，ここでの事案からは，次の点が明らかになった。ある条文が他の
条文の適用によって，その趣旨が損なわれるように思われても，両条文の目的，要件が
異なる別次元の制度であれば，他の条文は一般的に排除されるものではない。また，他
の条文の要件の解釈をなす際に，ある条文が適用された法効果（一方 A が当該不動産の完
全な所有権を取得する）を前提とするため，他の条文の要件が満たされないことがあり得
る（A は所有権侵害があったとはいえない）。また，その結果（A が適法に完全な所有権を取得
する）と他の条文の要件となる事実（B の債権者の B に対する債務の履行が不能となる）が
密接に関わる（A が完全な所有権を取得すると同時に B の債権者の B に対する履行不能が発生
する）ため，他の条文の要件（債権侵害の違法性）が否定されることがある。その意味で，
結果的に，ある条文の存在意義と他の条文の存在意義との調整が図られていることになる。
4 ．法規範対立・適用併存型ケースにおける解釈の方略
　以上，「法規範対立・適用併存型ケース」における 3 つの事案を検討して，それぞれ
の検討を踏まえて，その解釈方略を探求してきた。そこで，3 つの事案で，これまで検
討したことを振り返るとともに，やや補足整理した後，それらを踏まえて，「法規範対立・
適用併存型ケース」の解釈方略を明らかにしていくことにしたい。
⑴　指名債権の二重譲渡と民法 478 条
　指名債権の二重譲渡がなされた場合，債務者は民法 467 条 2 項によって，優先する譲
受人に弁済しなければならない。このような場合，債務者が誤って劣後譲受人を真の債
権者であると誤信して弁済をした場合，債権の準占有者に対する弁済規定（民法 478 条）
の適用があるとすると，結果的に優先譲受人が債務者から弁済を受けられない場合が生
じ，民法 467 条 2 項の存在意義が損なわれると考えられないではない。それにもかかわ
らず，民法 478 条の適用が認められるか。また，民法 478 条の適用があるとしても，そ
の要件の解釈において，上記の点が考慮されることになるのか。
　このような事案にあっては，明らかに複数の条文を援用する者が同一人ではなく，相
対立する者同士である。また，一方が援用するある条文の適用から導かれる法効果を前
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提に他方が援用する他の条文の適用による法効果により，最初の法効果とは「異なる結
果」（ここでは，債務者は，本来，優先譲受人に弁済しなければならないが，劣後譲受人に弁済
することによって債務者の優先譲受人への債務は消滅する。）が生ずることから，ある条文の
趣旨を損ねることにならないか，損ねるとして他の条文を一般的に排除すべきか，他の
条文の適用はあるが，その要件の解釈において，ある条文の趣旨が損なわれないように
調整がなされるべきかが問題となる。
　最高裁昭和 61 年判決 9）は，劣後譲受人に対する弁済につき民法 478 条を一般的には
適用があるとする。民法 478 条を適用すると，民法 467 条の法効果とは「異なる結果」
がもたらされ，民法 467 条 2 項の存在意義を損なうと考えられないではない。しかし，
民法 467 条 2 項と民法 478 条は別次元の制度で，民法 478 条の適用を一般的に排除する
とすれば，その規定の存在意義を否定することになる。そこで，民法 467 条 2 項の趣旨
が損なわれるような事態が生じたとしても，それは民法が想定したものと解すことがで
きる。このような理由から，民法 467 条 2 項の存在意義を損なうとして，民法 478 条の
適用を一般的に排除することには合理性はないと考えられていよう。
　ただ，民法 478 条の無過失につき，判例は「優先譲受人の債権譲受行為又は対抗要件
に暇疵があるためその効力を生じないと誤信してもやむを得ない事情があるなど劣後譲
受人を真の債権者であると信ずるにつき相当な理由があることが必要」だとした。それ
は，「対抗要件規定が存在意義を失わないよう，例外的なものとなることが望ましいので，
解釈論としては抵触規定の適用の要件論にその問題意識が反映され」10）た結果であると
も考えられないではない。だが，次のように理解すべきであろう。民法 467 条 2 項が適
用され，原則として債務者は受領権限のある優先譲受人に弁済すべきことになる。ただ，
民法 478 条の適用が認められれば，劣後譲受人への弁済も有効となる。だが，民法 478
条は例外規定であるので，民法 467 条 2 項が適用され，「債務者は受領権限のある優先
譲受人に弁済すべきとする原則」が無意味とならないように解釈されるべきことになる。
そこで，判例は，民法 478 条の「無過失」をそのような考えにもとづき解釈したと解さ
れる。
　最高裁昭和 61 年判決等の解釈の分析からすると，「法規範対立・適用併存型ケース」
の解釈方略として，次のようなことが考えられる。「法規範対立・適用併存型ケース」
における複数の法規範のうち，一方をα条，他方をβ条とすると，β条が適用されると
しても，それは，α条適用の法効果を前提とするもので，α条の適用が排除されるわけ
でない。その意味で，α条の存在意義が全く失われるわけではない。また，α条とβ条
は目的や要件が異なる別次元の制度であれば，β条の適用は，α条が適用された法効果
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を前提としていることからすると，β条の適用により，α条適用の法効果に影響をもた
らし，α条の存在意義が損なわれているように思われるとしても，それは，民法が当初
想定しているものとみることができる。むしろ，α条の存在意義が損なわれるとして，
β条を排除するとすれば，β条の存在意義が失われる。それゆえ，β条を適用すること
によりα条の趣旨が損なわれるように思われても，β条の適用は一般的には排除されない。
　β条の適用の際の要件の解釈は，基本的にはβ条の趣旨にもとづいてなされればよい
と考えられるが，ここでは，β条が，α条の適用結果に適用される原則の例外規定であ
ることが重要な意味をもつ。その場合には，解釈の一般的考え方からすれば，例外規定
は，原則が無意味にならないように解釈すべきと解される。そこで，α条の適用結果に
適用される原則が無意味にならないように考慮して例外規定のβ条の要件を解釈すべき
ことになる。
⑵　民法 177 条と民法 424 条
　不動産の二重譲渡のケースにおいて，第二買主が第一買主より先に登記を備えた場合
には，民法 177 条に基づけば，第二買主は完全な所有権を取得でき，第一買主は第二買
主に所有権の取得を対抗できない。その際，売主の第一買主に対する債務は履行不能と
なり，第一買主は売主に対して損害賠償請求権を有する（民法 415 条）。この場合，売主
が無資力となったとき，第一買主は，第二買主に対して詐害行為取消権（民法 424 条）
を行使できるか。できるとした場合，売主から第二買主への移転登記の抹消および第一
買主が自己への所有権移転登記を請求できるか。
　ここでは，複数の法規範を援用する者が同一人ではなく，相対立する者同士であり，
一方の法規範から導かれる結論を前提に他方の法規範が適用されることによって，一方
の法規範の趣旨を損ねることはないか，損ねるとして他方の法規範を一般的に排除すべ
きか等の類型（「法規範対立・適用併存型ケース」）を検討している。最高裁昭和 36 年判
決 11）および最高裁昭和 53 年判決 12）も，民法 177 条により，第二買主が完全な所有権を
取得したことを前提とし，その前提に基づき，第一買主は，詐欺行為取消権を行使でき
るか否かが問題とされており，これら事案も，ここでの類型に入るものとみてよいと思
われる 13）。
　最高裁昭和 36 年判決は，第一買主は，第二買主に対して詐害行為取消権（民法 424 条）
を行使できるとした。だが，ここでは，そもそも，特定物債権による詐害行為取消権を
行使できるか否かが問題となり，判例は，詐害行為取消権が認められる典型例である金
銭債権との共通性（特定物債権も究極において損害賠償債権に変じうるので，債務者の一般財
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産により担保される必要性は同じ）をあげ肯定する。これは，法解釈における「異論のな
い事例との比較」方略 14）が使われているとみることができよう。ただ，不動産の二重
譲渡事案に詐害行為取消権を認めると，民法 177 条の効果と異なる結果となり，民法
177 条の趣旨に反しないかについては，民法 424 条は目的も，要件も異なる（無資力要
件もある）ので，民法 177 条と効果が異なっても当然である，とした。ただ，最高裁昭
和 53 年判決は，詐害行為取消権の趣旨（窮極的には債務者の一般財産による価値的満足を
受けるため，総債権者の共同担保の保全を目的とするもの）から，第一買主は第二買主に対
して直接自己に所有権移転登記請求はできないとした。しかし，ほとんどの学説は，そ
のように解すると，民法 177 条の原則と大きく抵触することを理由としてあげる 15）。
　民法 424 条は，民法 177 条と目的は異なり，無資力要件が付加されていることから，
民法 424 条の適用により，民法 177 条の効果と異なっても，それは民法システムとして
は想定内のことである。むしろ，民法 424 条の適用を排除することは，民法 424 条の存
在意義が失われることになる。つまり，ここで問題となっているような事案において，
民法 424 条を適用することが，民法システム全体の視点からすると民法 177 条と民法
424 条との適切な関係と解される。以上のような理解から，民法 424 条の適用を一般的
に排除することは合理性がないと解されていると推論される。二重譲渡の事案で，当該
不動産を買い受けた契約自体が錯誤等により無効ないし取り消された場合，登記を取得
した第二買主が所有権を否定されても，民法 177 条の原則に反するとはいえない。この
ことからすれば，売主が無資力である場合に，第一買主が詐害行為取消権を行使する場
合も，同様に解されることになる。
　そして，民法 424 条を適用する際には，基本的に，その趣旨に沿ってなせばよいこと
になる。そこで，民法 424 条の趣旨から，第一買主は直接自己に所有権移転登記請求を
なすことが否定されたわけである。もっとも，前述のように，学説の多くは，否定する
根拠を，民法 177 条の原則と大きく抵触することに求める 16）。たしかに，そのように
も理解できるであろう。しかし，ここでは，次の点が重要と思われる。すなわち，第一
買主は直接自己に所有権移転登記請求をなすことができるとの解釈は，民法 424 条の本
来の制度趣旨とは異なる趣旨によって導かれるものである。本来の制度趣旨から解釈し
て，そのような結論が導くことができるのであれば，基本的には，民法 177 条の原則と
抵触するのではないかと考えられるとしても，それは民法が想定したものと解されるこ
とから，そのことを考慮する必要はない。しかし，本来の制度趣旨とは異なる趣旨にも
とづき民法 424 条の解釈を行う際には，その結果が民法 177 条の原則と大きく異なると
すれば，そのことは重要な意味をもつことになろう。
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　ここでも，二つの法規範のうち，一方の法規範（α条）が適用され，その法効果が発
生している状況下にあって，さらに，他方の法規範（β条）の適用が認められるとなると，
α条の適用から導かれる法効果と異なる結果となり，その限りでα条の存在意義が損な
われるのではないかと考えられる場合といえよう。このような場合でも，α条が民法に
おける制度上根幹にかかわる重要な規定であっても，β条がα条とは目的が異なり要件
が付加された別次元の制度である限り，β条の適用が一般的に排除されるものではない。
　そこで，β条の要件・効果の解釈にあっては，原則的には，β条の本来の趣旨に沿っ
て異論なくなされれば，その結論がα条から導かれる法効果と異なることがあっても，
そのような解釈は認められる。また，たとえ，それが，全く異なるとしても同様だと推
測されよう。だがその解釈が，β条の本来の趣旨とは異なる趣旨に基づくものである場
合は，β条の適用により，すでに適用されているα条の効果と全く異なった結果となる
ということは，その解釈の有効性を判断するにあたって重要な意味をもつと解される。
⑶　二重譲渡と不法行為責任
　ここでは，二重譲渡事案で，民法 177 条により，悪意の第二買主が先に登記を経由し
た場合，当該不動産の完全な所有権を取得できるが，その場合，第一買主は第二買主に
対して民法 709 条にもとづき損害賠償請求をなすことができるか，できるとした場合，
どのように解釈・適用されるかが問題となった。なお，このような事案も，「法規範対立・
適用併存型ケース」に該当すると考えた。ここでも，まず，これまでの事案と同様，民
法 709 条の適用を認めると，民法 177 条から導かれる結果を損なうと思われるとしても，
民法 709 条の適用は一般的には排除されていない。民法 177 条と民法 709 条とは目的が
異なる別次元の制度であることからと推論される。だが，民法 709 条の適用にあっては，
結局，第一買主の所有権取得は第二買主に対して主張できない以上，所有権侵害があっ
たとすることはできず，債権侵害による場合にも，違法性がないと考えられ，結局，第
二買主は民法 709 条の不法行為責任を負わず，結果的には，民法 177 条と民法 709 条と
が調整されていることになる。このことは，民法 177 条と民法 424 条との関係と矛盾す
るようにも思われるが，必ずしもそうではない。この点は繰り返さない。
⑷　法規範対立・適用併存型ケースにおける解釈方略の探求
　「指名債権の二重譲渡と民法 478 条」（民法 467 条 2 項と民法 478 条との関係），「民法 177
条と民法424条」との関係，「二重譲渡と不法行為責任」（民法177条と民法709条との関係）
の分析およびそこから推論される「法規範対立・適用併存型ケース」の解釈方略を探求
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してきた。そこで，ここで，3つの事案から推論される「法規範対立・適用併存型ケース」
の解釈方略を若干補充するとともに整理することにしよう。
①　法規範対立・適用併存型ケース
　本稿では，複数の法規範の関係が問題となっている場合で，複数の法規範を援用する
者が同一人であるケース（請求権競合論，制度間競合論）ではなく，相対立する者同士で
あるケースの場合を取り上げ，そこでの法解釈方略を探求してきた。そのようなケース
は，さらに 2 つの場合に分けることができる。すなわち，第 1 は，複数の法規範を，そ
のまま適用すると明らかに矛盾する結論が導かれ，どちらかを優先しなければならない
場合（「法規範対立・優先適用型ケース」）である。第 2 は，複数の法規範を適用すると明
らかに矛盾する結論が導かれるというものではなく，一方の法規範（α条）の適用によ
り導かれた法効果を前提に他方の法規範（β条）が適用されると，別の法効果が生じ，
そのことにより一方の法規範（α条）の趣旨を損ねることにならないかということが主
として問題となる場合（「法規範対立・適用併存型ケース」）である。つまり，「法規範対立・
優先適用型ケース」では，複数の法規範のいずれを優先して適用すべきかが問題となる。
これに対して，「法規範対立・適用併存型ケース」にあっては，α条が適用されること
については，異論はない。問題は，α条が適用された法効果を前提に，β条を適用する
と，当然のことながらその効果と異なる結果が発生し，α条の趣旨が損なわれることに
ならないか，そうだとすれば，α条の適用を排除する必要はないかが問題となる。また，
α条の適用を一般的に排除すべきでないとしても，β条の要件の解釈，適用にあたり，
そのことを考慮する必要はないかも問題となっている。
②　α条の適用
　すでに述べたように，ここでのケースは，複数の法規範のうち，α条が適用されるこ
とに異論はない 17）。むろん，その際，α条の要件につき解釈上の問題があるような場合，
β条との関係を考慮すべきか否かは問題とならない。基本的には，もっぱら，α条の趣
旨に基づき解釈していけばよいといえよう。
③　β条の適用を一般的に排除すべきか
　β条の適用によって，α条の適用結果とは異なる結果が生ずる場合，そのことはα条
の趣旨に反することにはならないか。また，そうであれば，β条の適用を一般的に排除
すべきか。これまで検討したいずれの事案でも，判例・通説は，α条の趣旨に反するこ
とにはならず，β条の適用を一般的に排除すべきでないとする。これまでの検討からす
れば，結局，α条とβ条の目的，要件が異なる別次元の制度であれば，α条の適用の結
果を前提として，β条の適用によって異なる結果が生じたとしても，β条が，その趣旨
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に基づき適用されたものであれば，当然だとも言えよう。β条がα条とは目的，要件が
異なる別次元の制度であれば，β条はα条とは別個の存在意義があると理解される。そ
れゆえ，たとえ，β条の適用により，α条の適用による結果が異なるものとなったとし
ても，それは，α条とは別個の存在意義のあるβ条の適用による結果であり，民法全体
から考えても，想定内のことと理解できる。また，たとえば，AB 間で，不動産の売買
契約が有効に成立して，当該不動産が売主 A から買主 B に引き渡されるとともに，移
転登記もなされたが，その後，買主 B の債務不履行により契約の解除がなされたよう
な場合，債務不履行の解除により，不動産の売買契約が有効に成立したことによる両者
の権利義務関係と異なる結果が生じたとしても，それは当然のことで，そのことに何ら
異論はないであろう。債務不履行による契約の解除の規定を一般的に排除すべきかどう
か自体，問題にもならないであろう。この事例からしても，β条の適用によりα条を適
用した結果と異なる結果となっても，そのことを理由に，β条の適用を一般的に排除す
べきとはいえないことが理解できよう。
　α条が対抗要件規定であり，β条は他の規定である場合にも，同じように解すことが
できる。α条が民法の根幹にかかわる規定としても，別次元の規定の存在意義は無視し
ていいとはいえないであろう。「民法 177 条と民法 424 条」における最高裁昭和 36 年判
決 18）は，まさに，このような考えを示しているといえよう。
④　β条の要件・効果の解釈，適用
　次の課題は，β条の要件・効果の解釈にあたり，α条の趣旨との関係で，どのように
解釈がなされるべきかである。最高裁昭和 36 年判決および最高裁昭和 53 年判決は，民
法 177 条（α条）と民法 424 条（β条）との関係において，β条を解釈するにあって，
α条の趣旨を考慮せず，もっぱらβ条の趣旨にもとづいて解釈をしていると理解できる。
しかし，判例等は，一定の場合に，β条の要件の解釈にあたり，α条の趣旨を考慮して
いるようにも読める。たとえば，最高裁昭和 61 年判決 19）は，民法 478 条の「無過失」
を対抗要件規定である民法 467 条 2 項（α条）の存在意義を損なわないように解釈して
いる，最高裁昭和 30 年判決 20）は，民法 709 条（β条）の解釈適用において，民法 177
条（α条）の趣旨を考慮して，悪意の移転登記を経由した第二買主の第一買主に対する
損害賠償請求を否定しているようにも思われる。さらには，最高裁昭和 53 年判決は，
民法 424 条（β条）の解釈につき，第一買主の直接自己に対する所有権移転登記請求を
否定したが，学説の多くは，その理由として民法 177 条の原則と大きく抵触することを
あげている。これらを，どのようにして全体として統一的かつ整合的に理解できるであ
ろうか。これまでの分析・検討からすると次のように考えることができよう。
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　ⅰ．β条を解釈するにあって，α条の趣旨を考慮せず，もっぱらβ条の趣旨にもとづ
いて解釈をすればよいと解される。その理由としては，「③β条の適用を一般的に排除
すべきか」で述べたことがここでも妥当しよう。
　ⅱ．もっとも，β条の本来の趣旨とは異なる趣旨にもとづき，その要件や効果につき
解釈をなすときには，α条の趣旨を損ねないかを考慮して，解釈をする必要があろう。
なぜなら，β条の本来の趣旨にもとづいて，その要件・効果を解釈することにより，β
条の適用によってα条を適用した法効果とは異なる結果となったとしても，それは民法
システムが想定したものと理解できるが，本来の趣旨でない趣旨を想定して，要件・効
果を解釈する場合には，改めて，α条の趣旨との関係を，民法全体から考える必要があ
るからである。
　ⅲ．最高裁昭和 61 年判決の民法 478 条の「無過失」の解釈からは，つぎのようなこ
とがいえよう。β条が，α条適用の法効果に適用される原則（民法 467 条 2 項により優先
譲受人が定まる。債務者は債権者・受領権限者に弁済しなければ債権は消滅しないとの原則により，
債務者は優先譲受人に弁済しなければ債権は消滅しない。）の例外規定である場合，β条（民
法 478 条）の要件（無過失）は，その原則が無意味にならないように解釈すべきである。
すなわち，最高裁昭和 61 年判決における「無過失」の解釈は，基本的には，α条の趣
旨を直ちに考慮し，その趣旨を損なわないように，β条の要件を制限するという形で，
α条とβ条の関係が調整されたものではないと解される。上記のような論理で，結果的
に二つの規範は調整されているとみることができよう。
　ⅳ．悪意の移転登記を経由した第二買主の第一買主に対する損害賠償責任を否定した
最高裁昭和 30 年判決での「論理」を一般化することは，簡単ではないが，次のように
いうことができよう。β条の適用の際には，α条の適用結果（第二買主が適法に完全な所
有権を取得できる）を前提とすることになり，その結果からすると，β条の要件が満た
されない（第一買主の所有権に対する侵害は認められない）。また，その結果とβ条の要件
となる事実が密接に結びついているため（第二買主が適法に完全な所有権を取得し，その結果，
売主の第一買主に対する履行不能は発生），β条の要件（債権侵害の違法性）が否定されたと
みることができる。そこで，ここでも，α条の趣旨を損ねないように考慮した結果，そ
のことがダイレクトにβ条の解釈適用に反映されているとは必ずしもいえない。先に述
べたことを，さらに，一般化すれば，β条の要件・適用をなすには，α条の適用結果を
十分に尊重し，β条の要件を，要件についての従来の考え方を踏まえて合理的に解釈し
ていく必要がある，ということになろう。
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Ⅳ　法規範対立ケースにおける法解釈の方略
　本稿では，法解釈の方略を明らかにする研究の一環として，複数の規範の関係が問題
となっている場合のうち，それぞれの法規範を援用する者が相対立する者同士であるケ
ース（「法規範対立ケース」）を取り上げた。「法規範対立ケース」は，「法規範対立・優先
型ケース」と「法規範対立・適用併存型ケース」に分けることができ，そのようなケー
スの判例・学説を分析した後，それぞれの法解釈の方略を探求してきた。
　そこで，最後に，複数の規範の関係が問題となっている場合のうち「法規範対立ケー
ス」の意義を再確認したうえで，本稿で検討した限りでの，それぞれの法解釈の方略を
確認することにしたい。
1 ．法規範対立ケースの意義
　民法における解釈にあって，複数の法規範の関係が特に問題となっている場合が少な
くない。その中にあって，請求権競合論は古くから議論があり，さらに，最近は，制度
間競合論が注目を集め多くの議論がなされてきている 21）。しかし，民法の重要な判例
の中には，複数の法規範の関係が特に問題となっているが，請求権競合問題とも，制度
間競合問題とも異なる類型の問題があり，複数の法規範の関係が問題となっているとい
う点では請求権競合論や制度間競合論とは共通しているが，問題状況が異なる類型があ
るのではないか。そして，本稿で取り上げた事案は，まさに，そのような事案ではない
かと思われる。
　請求権競合問題は，「一つの『生活事実』が，形式的に見て，請求権発生のための複
数の法的性質の異なる構成要件を充足することになる場合，そして，その結果，同一当
事者間に同一内容の給付を目的とする複数の請求権が発生すると一応見られる場合に，
果たして請求権規範の数に対応する請求権の成立を認めるべきかどうか」，また，そう
した場合に「権利者・義務者間の法律関係はどのような規範によって処理されることに
なるのか」という問題である 22）。しかし，「広く法的救済という視点から見るならば，
両制度，両規範の保護対象とされる法益の保護手段ないし保護方法は，損害賠償に限ら
れないわけであるから，広く規範ないし制度間競合という観点からは，請求権競合問題
は『部分問題』に過ぎ」ず，「請求権競合問題が前提とした『同一内容の給付を目的と
16 第 15 巻第 2 号（2018）
する複数の請求権』という枠をはずして，『同一の生活事実に適用できる救済規範（保
護規範）が複数存在する場合』というように拡大して」23），その複数の救済規範あるい
は制度の相互関係を探求する問題が制度間競合問題であるという 24）。このことからす
ると，複数の救済規範を援用するのは，同一人であることを想定していよう。ところが，
ここで取り上げた事案では，複数の法規範の関係が問題となっているが，それらを援用
するのは同一人ではなく，いわば相対立する者同士である点で異なる。そこで，複数の
法規範の関係が問題となっているということから共通点はあるが，両者の利益状況が異
なる点もあるだけでなく，法解釈の方略を考える際にも問題状況が異なるものと思われ
る。そのようなことから，本稿では，複数の法規範が問題となり，複数の規範を援用す
る者が相対立する者同士である類型を「法規範対立ケース」として，その解釈方略を探
求してきたわけである。
　もっとも，「法規範対立ケース」は，2 つの場合に分けることができる。すなわち，
第 1 は，複数の法規範を，そのまま適用すると明らかに矛盾する結論が導かれ，どちら
かを優先しなければならない場合（「法規範対立・優先適用型ケース」）である。第 2 は，
複数の法規範を適用すると明らかに矛盾する結論が導かれるというものではなく，一方
の法規範（α条）の適用により導かれた結論を前提に他方の法規範（β条）が適用され
ると，先の結論とは異なる結論となり，そのことは一方の法規範の趣旨を損ねることに
ならないかというということが主として問題となる場合（「法規範対立・適用併存型ケース」）
である。
2 ．法規範対立・優先適用型ケースにおける解釈上の方略
　相対立する者同士が援用している複数の法規範を，同時に適用すると明らかに複数の
法規範が衝突する，つまり矛盾する結論が導かれる場合，どのようにしてこの問題を解
決することができるかが，ここでの問題である。解決方法は，どちらかを優先すること
によって解決する以外にない。そこで，ここでは，どのような根拠・理由にもとづいて，
どちらの法規範を優先すべきかが問題となる。また，どちらかの法規範を優先すべきと
した場合，他の関連する条文との整合性も問題となる。むろん，明文の規定があれば，
基本的にはそれにもとづいて解決することになるので，明文の規定がない場合を前提と
することになる。
　このような法的問題解決にあたり，すぐに思いつくのは，「特別規定は一般規定に優
先する」との一般原則の視点から分析することによって解決することが考えられる。む
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ろん，「特別規定は一般規定に優先する」との一般原則自体を否定するものではないが，
本稿での分析によると，「法規範対立・優先適用型ケース」にあっては，その一般原則
は機能しないと考えられる 25）。ただ，ここでは，一つの事案を分析したにすぎないの
で断定はできない。今後，より慎重な検討が必要であろう。
　一般原則は機能しないとすると，基本的には，衝突する複数規範の趣旨・目的を明ら
かにした上で，民法全体の中で，衝突する複数規範の趣旨・目的のうち，どちらを重視
すべきかによって決せられる，といえよう。ただ，その判断は簡単ではないため，まず，
趣旨に基づき保護されている利益を比較して，どちらを，より重視して保護すべきかを，
民法における考え方，関連する制度，民法全体との整合性を考慮して検討することが考
えられる。また，いずれかの法規範を優先した場合に，それぞれの法規範の趣旨にどの
ような影響をもたらすか，つまり，それぞれの法規範の趣旨が，どの程度，損なわれる
かを分析し，その結果を比較することも重要といえよう。これらを総合的に判断して，
どちらの法規範を優先すべきかを判断することになる。結局，ここでは，両規範の趣旨
をどのようなものと考えるかが，きわめて重要で，その点をめぐって議論となりうる。
その際には，その見解がどの程度一般的に受け入れられているのか，関連する制度，民
法全体との整合性が重要な視点となろう。
　どちらかの法規範を優先すべきとした場合，そのことは，他の条文にも影響をもたら
す場合が少なくない。そこで，どちらかの法規範を優先すべきとした場合，他の条文と
の関係を矛盾なく説明できることを明らかにしなければならない。また，解釈が必要な
場合もあり，その解釈を示す必要がある。
3 ．法規範対立・適用併存型ケースにおける解釈上の方略
　「法規範対立・適用併存型ケース」における解釈上の方略については，この章の前で
論じたばかりであるので，ここでは，実際に，このような類型の解釈を行う際のことを
考えながら，その要点をまとめておくことにしたい。
　ここでは，相対立する者同士が援用する複数の法規範の関係が問題となるケースであ
るが，同時に複数の法規範が適用され，それらの法規範が明らかに矛盾しているような
場合でない。複数の法規範のうち一方の法規範（α条）が適用されることは問題なく認
められる。そして，α条が適用された法効果を前提に，β条の適用が問題となる。だが，
β条の適用が認められると，α条の趣旨が損なわれることから，β条の適用を一般的に
排除する必要はないかが問題となる。また，そのことが妥当でないとしても，β条の要
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件・効果の解釈にあたり，そのことを考慮する必要はないかも問題となる。
　もっとも，このような類型として取り上げた事案は，もっぱら「対抗要件規定と他の
規定」であり，上記のように一般化できるかは議論の余地があり，今後さらに検討する
必要があるが，本稿では，一般化は可能であると解し，次のような解釈方略が導かれる
とした。
　α条とβ条とが目的・要件が異なる別次元のものであれば，α条の適用により法効果
がβ条の適用によって，「別の結果」がもたらされるとしても，それは，当然のことで，
民法の想定内の結果といえよう。α条が対抗要件規定でも同様に解される。つまり，そ
のような場合にあっても，α条の趣旨が損なわれているとみることはできないと解される。
　そこで，β条の要件・効果を解釈する際，基本的には，α条の趣旨を考慮せず，β条
の趣旨にもとづいて解釈すれば足りると解される。ここでも，α条が対抗要件規定でも
同様である。しかし，β条の本来の趣旨とは異なる趣旨に基づいて解釈しようとする場
合には，α条の趣旨を損ねないかを考慮して解釈すべきと解される。基本的には，両者
の関係は，民法で織り込み済みと解されるが，このような場合は，その前提が崩れてい
ると解されるからである。β条の要件・効果を解釈する際にα条の趣旨を考慮している
ようなケースもないではないが，それは，必ずしも直接α条の趣旨を考慮してのもので
はないと理解できる。それらの事案の分析からすると，β条の要件・効果を解釈する際
には，次のような点を考慮してなす必要があるといえよう。つまり，α条の適用結果を
前提として解釈しなければならない。その結果に適用される原則とβ条との関係にも注
意する必要がある。また，α条の適用結果を十分踏まえて，β条の要件・効果を合理的
に解釈していく必要がある。もっとも，これだけでは十分でなければ，これらの方略を
導いた具体的事案と当該事案とを比較し，その共通点，相違点を明らかにして，ここで
の方略を修正する必要がないかを考えなければならない。
Ⅴ　結　語
　学生が「未知の（その学生が知らない場合を含め）解釈問題」を解くためには，個々の
解釈論を学ぶだけでなく，一般的な解釈の方法を学ぶ必要がある。しかし，「未知の解
釈問題」を，具体的にどのような順序で，どのように考えていけば解釈論を展開できる
かという，より実践的な解釈方法論が必ずしも明らかにされてこなかったように思われ
る。そこで，その基礎作業として，民法の解釈問題に関する判例・学説・議論等から，
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法律家の解釈の方略（一定の解釈問題を，具体的にどのような順序で，どのように考えていけ
ばよいかという実践的な方法）を探求する研究を行ってきた。その際，民法の解釈も法律
家が解決すべき問題の一つであることから，解釈上の「問題」に注目して，以下のよう
な 4 つの類型を定めた。①その条文の文言等が明確でなく，適用されるか否かについて
議論の余地がある場合，②文言からすれば適用されることは明確であるが，その結論の
妥当性につき議論がある場合，③つぎの④以外で，その事案に適用される適切な民法の
条文・規範を見つけることが困難な場合，さらに，④適用可能性のある複数の条文・規
範の関係につき適切な規範を見つけることが困難な場合である。
　①②については，さらに詰めていく必要があるが，一応検討した 26）。そこで，本稿
では，④の問題のうち，「法規範対立ケース」につき，「法規範対立・優先適用型ケース」
および「法規範対立・適用併存型ケース」に分けて，関連する判例を中心に学説も参考
に分析して，それぞれの法解釈の方略を探求してきた。
　もっとも，明らかにした方略は，限られた数の判例を分析するとともに学説をも参考
に推論したものでしかない。そこで，これらは，あくまでも仮説でしかない。そのよう
な推論が妥当なものかも議論が必要であるが，今後，同類型の事案で，これらの方略の
有効性をたえず検証していく必要がある。また，これらの方略を参考とする際には，当
該事案と，方略を導いた判例の事案とを比較し，当該事案との共通点・相違点を明らか
にし，方略を修正する必要がないかを検討する必要があろう。
　今後，未だ検討していない類型の法解釈の方略を探求することが重要な課題であるが，
これまで，検討した類型の法解釈の方略についても，取り上げるべきであった事案を分
析して，明らかにした法解釈の方略を修正，追加する必要がないかを検討することも課
題である。
　なお，ここであげた 4 つの類型は，理論のための類型を目指しているものではなく，
あくまでも実際に解釈を行う際の手段としての理論類型である。むろん，そのようなも
のでも基本的には重複するものでないことが好ましいが，場合によっては重複するもの
であってもかまわないと考えている。
 （完）
注
1 ） 拙稿「法規範対立ケースにおける民法規範の衝突⑵」中央ロー・ジャーナル12巻 1号（2015年）
70 頁。
2 ） 鳥取地判昭和46年 10月 18日判時654号 80頁。また，学説も多くは認めているように思われる。
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拙稿「法規範対立ケースにおける民法規範の衝突⑷」」中央ロー・ジャーナル 13 巻 4 号（2017 年）
28 頁参照。
3 ） 制度間競合問題とは「同一の生活事実に適応できる救済規範（保護規範）が複数存在する場合」
（奥田昌道「本連載の趣旨・総論」ジュリ 1079 号（1995 年）88 頁），「同一の生活事実に適用でき
る救済規範が複数存在する場合に，その複数の救済規範あるいは制度の相互関係を考慮する」も
の（道垣内弘人「請求権競合論から制度間競合論へ」私法 59 号（1997 年）9 頁）で，たとえば，
その典型例として，錯誤と瑕疵担保との関係（同8頁），表見代理と使用者責任との関係（同9頁），
取引関係における違法行為をめぐる制度間競合問題（法律行為規範，契約責任期間，不法行為規
範の相互関係）（同 11－12 頁）等が挙げられている。
4 ） このようなケースでは，複数の規範を援用する者が同一人である場合ではないし，制度間競合
ケース，ないし，それと類似のものとはいえないであろう。
5 ） 最判昭和 30 年 5 月 31 日民集 9 巻 6 号 774 頁。
6 ） 池田真朗「対抗要件の規定と他の規定との衝突」池田真朗他『マルチラテラル民法」（有斐閣，
2002 年）219－220 頁。
7 ） 新美育文「第三者による債権侵害」山田卓生ほか『分析と展開　民法Ⅱ〔第 5版〕』（弘文堂，
2005年）303頁。
8 ） 新美・前掲注 7）303 頁。
9 ） 最判昭和 61 年 4 月 11 日民集 40 巻 3 号 558 頁。
10） 池田・前掲注 6）219－220 頁。
11） 最判昭和 36 年 7 月 19 日民集 15 巻 7 号 1875 頁。
12） 最判昭和 53 年 10 月 5 日民集 32 巻 7 号 1332 頁。
13） もっとも，第二買主が先に登記を経由したものの背信的悪意者であるような場合，①第一買主
が第二買主に対して民法 177 条に基づき当該不動産の所有権取得を主張することができるが，②
第一買主は，当該不動産の所有権取得の主張をしないで，第二買主に詐害行為取消権を行使する
ことも考えられる。このような場合は，複数の条文を援用する者が同一人ということになろう。
ただ，このような場合にあっても，②では，第二買主が完全な所有権を取得したという前提で，
その前提の基で，第一買主は，詐欺行為取消権を行使できるか否かが問題となっている。
14） 拙稿「法的問題解決の序論的考察―法解釈の方略」中央ロー・ジャーナル 4 巻 3 号（2007 年）
26－27 頁。
15） 拙稿「法規範対立ケースにおける民法規範の衝突（3）」中央ロー・ジャーナル 12 巻 3 号（2015
年）70－72 頁参照。
16） 拙稿・前掲注 15）70－72 頁参照。
17） というより，そのような類型をここで問題としているというべきであろうか。
18） 最判昭和 36 年 7 月 19 日民集 15 巻 7 号 1875 頁。
19） 最判昭和 61 年 4 月 11 日民集 40 巻 3 号 558 頁。
20） 最判昭和 30 年5 月 31 日民集 9 巻 6 号 774 頁。
21） 奥田昌道編『取引関係における違法行為とその法的処理―制度間競合論の視点から』（有斐閣，
1996 年）をあげるに留めたい。
22） 奥田・前掲注 3）5 頁。
23） 奥田・前掲注 3）5－6 頁。
24） 奥田・前掲注 3）6 頁。また，道垣内・前掲注 3）9－12 頁参照。典型例として，錯誤と瑕疵担保
との関係，表見代理と使用者責任との関係，取引関係における違法行為をめぐる制度間競合問題（法
律行為規範，契約責任期間，不法行為規範の相互関係）があげられている（道垣内・前掲注 3）8，
9，11－12 頁）。もっとも，道垣内教授は，制度間競合論を，「別の法制度との関係を考慮したとき，
ある法制度の要件・効果に関して，どのような解釈論を展開すべきか」という問題である（道垣
内弘人「請求権競合論から制度間競合論へ」ジュリ 1096 号（1996 年）150 頁）とし，「すべから
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くすべての法解釈は制度間競合を意識してなされるべきであり，また，なされてきたのである」（道
垣内・前掲 105 頁）と指摘する。ただ，それは広義の制度間競合論であり，私法学会でのシンポ
ジウムでは，制度間競合論という言葉の「競合」というところを強調して対象を「同一の生活事
実に適用できる救済規範が複数存在する場合に，その複数の救済規範あるいは制度の相互関係を
考慮するというふうに限定」する（道垣内・前掲注 3）8－9 頁）。
25） 拙稿「法規範対立ケースにおける民法規範の衝突（1）」中央ロー・ジャーナル 11 巻 3 号（2014
年）50－53 頁。
26） 拙稿・前掲注 14）3 頁以下。
 Developingstudents’skillsinsolvingcomplicatedlegalproblemsisanimportantcomponent
oflegaleducation.“Structuredlegalknowledge”and“relevantstrategies”arenecessarytools.
 Borrowing insightsfromcognitivepsychology,theauthorhasstudied legal interpretation
strategies.
 “Theprocessofdiscovery”oflegalinterpretationmayberestrainedby“thestructureandthe
wayoflegaljustification,”whichmay,inturn,berestrictedbythetypeoflegalinterpretation
probleminvolved.Differentstrategiesmaybeappropriatefordifferenttypesofproblems.They
canbegroupedintocategories:
 ①wherethecontentsofarelatedrulecanbefoundbutitsapplicationisuncertainbecause
thecontentoftheruleisnotclear;
 ②wherethecontentsofarelatedruleisclear,butitsapplicationleadstoanunreasonable
result;
 ③wherenorelevantruledefiningtherelationshipbetweentworulesthatcouldbeappliedto
thecasecanbefound;
 ④wherenorelatedrulecanbefound.
 Type③canbefurtherclassifiedintotwocategories:
 ③ -1wheretworulesarecompetingagainsteachother;
 ④ -2wheretworulesarefacingeachother.
 Theauthorhasalreadyexaminedstrategiesfortypes①and②andpublishedtheresultsof
thisresearchinthisjournal.Thecurrentarticleconsidersstrategiesfortype③,particularly
③ -2basedonananalysisofjudicialprecedentsandtheories.
本連載で，下記の通り，誤記がありましたので訂正させていただきます。（筆者）
訂正箇所 誤 正
中央ロー・ジャーナル 11 巻 3 号
39 頁 本文上から 2－3 行目
複数の法規範を援用する者が同一
であるケース
複数の法規範を援用する者が相対
立する者同士であるケース
同 12 巻 1 号 82 頁 上から 8 行目 互いに主張する法定根拠である， 互いに主張する法的根拠である，
同 12 巻 3 号 60 頁 下から 4 行目
最判昭和 36 年 7 月 19 日民集 15 巻
7 号 875 頁
最判昭和 36 年 7 月 19 日民集 15 巻
7 号 1875 頁
同 12 巻 3 号 61 頁 下から 9 行目
最判昭和 36 年 7 月 19 日民集 15 巻
7 号 875 頁
最判昭和 36 年 7 月 19 日民集 15 巻
7 号 1875 頁
同 13 巻 4 号 29 頁 上から 11 行目
最判昭和 36 年 7 月 19 日判決は，
第二買主が
最高裁昭和 30 年判決は，第二買主
が
●Summary
